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１１..はじめにはじめに

平成平成1616年年44月月11日より日より㈱㈱名古屋銀行、名古屋銀行、㈱㈱名古屋リース、名古屋リース、㈱㈱トーエネックのトーエネックの

33社事業者によるＥＳＣＯ事業が名古屋銀行高針ビルにて開始となり、社事業者によるＥＳＣＯ事業が名古屋銀行高針ビルにて開始となり、

もうまもなく事業もうまもなく事業22年目が完了となります。年目が完了となります。

名古屋銀行ｸﾞﾙｰﾌﾟが中部地区においての、業務用途ビル初となる名古屋銀行ｸﾞﾙｰﾌﾟが中部地区においての、業務用途ビル初となる

シェアード方式ＥＳＣＯ事業であり、ＮＥＤＯ（エネルギー使用合理化事業シェアード方式ＥＳＣＯ事業であり、ＮＥＤＯ（エネルギー使用合理化事業

者支援事）の補助事業に採択され、平成１７年度優良ＥＳＣＯ事業にも者支援事）の補助事業に採択され、平成１７年度優良ＥＳＣＯ事業にも

表彰されました。表彰されました。

この度、「ＥＳＣＯ事例紹介」の機会をいただきましたので事業のご説明をこの度、「ＥＳＣＯ事例紹介」の機会をいただきましたので事業のご説明を

させていただきます。させていただきます。



２．事業者プロフィール２．事業者プロフィール

・株式会社名古屋銀行 （事業設備使用者、事業オーナー）

創業 昭和２４年

愛知県を主に国内１１１店舗、海外２事務所、従業員数1,980名
県下における第二地方銀行最大手

経営理念「地域社会の繁栄に奉仕する」

・株式会社トーエネック （ＥＳＣＯ事業者）

創業 昭和１９年

中部地域を主に、一般電気工事業、通信、管工事、総合設備工事業

従業員数5,071名 完成工事高1795億円

経営理念「社会のニーズに応える快適環境の創造をめざす。｝

平成１３年４月よりＥＳＣＯ事業を開始、ＪＡＥＳＣＯ正会員 事業件数１９



３．高針ビル３．高針ビル

所在地 愛知県名古屋市天白区

竣工 平成７年

鉄筋鉄骨ｺﾝｸﾘｰﾄ造り 地上５階

述べ床面積 9,278ｍ2

銀行事務センター

24時間稼働、無休

事業開始前 平成１４年度 ｴﾈﾙｷﾞｰ 6,213,882ｋＷｈ 第2種ｴﾈﾙｷﾞｰ管理指定

商用電力 契約1250ｋＷ、2回路受電



４．事業開始までの経緯４．事業開始までの経緯

5月
H14

11 月 1月
H15

4月 9月 2月
H16

4月
現在

診断・調査

事業契約

機器手配施工

提案

ＮＥＤＯ申請

詳細調査計測

調整・効果検証

事業開始

調査から事業開始まで2年（補助金申請、審査で約半年）



55--11．診断調査．診断調査

・設備のエネルギー使用改善の依頼から始まり、結果ＥＳＣＯ診断となり
ました。

・過去3年分の用途別エネルギーデータ（月報と日報4シーズン×2週分）
の提供

・現地調査 2週間ほど
（一部部分計測。照明電力、空調機の風量・消費電力）
（現地設備寸法実測、機器仕様の確認）
（設備運転管理状況のﾋｱﾘﾝｸﾞ）

・この診断時のデータのご提供があってこそ、事業の成立と高い精度
の省エネが実現されている理由となっております。



55--22．電力月別使用量からの考察．電力月別使用量からの考察

年間の月別消費電力変化は一般建物に比較し小さく現れています。年間の月別消費電力変化は一般建物に比較し小さく現れています。
常時稼働の電算機室系統が恒温恒湿常時稼働の電算機室系統が恒温恒湿 であり、外気の影響が少ない安定した負荷で運転されてであり、外気の影響が少ない安定した負荷で運転されて
います。います。 空調負荷が建物空調負荷が建物全体にに対する全体にに対する割合が割合が 大きいことがその理由大きいことがその理由



55--33．熱源日報（抜粋データ）からの考察．熱源日報（抜粋データ）からの考察

電算室系統負荷電算室系統負荷

３００～３８０３００～３８０MCAL/MCAL/ｈｈ

電算機室系統負荷は総熱量の約７０％占める、省エネ対策するには最も効果のあ電算機室系統負荷は総熱量の約７０％占める、省エネ対策するには最も効果のあ
る対象る対象



55--44．電力日負荷モデル．電力日負荷モデル

空調負荷モデルと熱源機の運空調負荷モデルと熱源機の運
転パターンにより使用電力を転パターンにより使用電力を
算定し建物内の電力負荷を使算定し建物内の電力負荷を使
用状況を勘案してモデルとしま用状況を勘案してモデルとしま
した。した。

空調負荷モデルの外気データ空調負荷モデルの外気データ
がが1010年平均であることから、実年平均であることから、実

績電力量（過去３年平均値）に績電力量（過去３年平均値）に
対して約６％少なめになってお対して約６％少なめになってお
ります。ります。

・エネルギー動向は負荷別に精査し、省エネ効果試算の精度を高めていま
す。



5-5．事業前設備運転状況

改善前

熱源はＨＰ主体の2重ｼｽﾃ
ﾑ

常時冷房暖房のため常時
２重効用ＨＰ運転

デマンドピークが夜間蓄熱
時間帯に生じる

面積あたりの使用電力量
割合が大きい

632ｋＷｈ/ｍ2・年（H14年）
（6212MJ/ｍ2・年）



66--11．省エネ提案（照明）．省エネ提案（照明）

年間44148ｋＷｈ削減、２１％減



66--22．省エネ提案（外気負荷抑制）．省エネ提案（外気負荷抑制）

外気エンタルピー比較に
よる空調機停止制御

外気冷房有効時の運転

220052ｋＷｈ削減

60％削減



66--33．省エネ提案（空調機インバーター．省エネ提案（空調機インバーター））

電算機室用空調機７．５ｋＷのファン
２４台

インレットベーン70％開度を全開

電算機室用低ノイズインバーターで

電力を削減。

空調機2台に１台のインバーターで

運転稼働率を上げた。

電力削減量 377,983ｋＷｈ/年

削減割合 46％



66--44．省エネ提案（コージェネレーション）．省エネ提案（コージェネレーション）



７．詳細診断計測７．詳細診断計測

現地 設備設置スペース実測
実施設計 設備費用の確定

計測値からベースラインと事業効果の確定

ＮＥＤＯ補助申請の準備（データ、診断報告書）



８．設備改善の工夫

既設ＨＰ 冷水送水温度は6℃

吸収冷凍機冷
水温度4.5℃

排ガス熱回収を全量回収となる
よう冷凍器の送水温度差とシー
ズン毎の負荷利用温度に応じた
循環水量の調整

シーズン負荷別の異容量ﾎﾟﾝﾌﾟの運
転組換えによるﾎﾟﾝﾌﾟ動力の削減

50℃

暖房送水を35→50℃、負荷ﾎﾟﾝ
ﾌﾟの動力削減

ジャケット温水回収熱交換器を
並列設置とし。給湯回収をスケ
ジュール運用して排熱回収効率
を高めた。

空調機2台の交互運転に1台のｲﾝ
ﾊﾞｰﾀｰで対応、

3灯式を2灯Ｈｆに変更、器具パーツ交
換で費用を圧縮



９．設置状況とＣＧＳ効率照明Ｈｆ安定器交換 電算機室空調機ﾌｧﾝｲﾝﾊﾞｰﾀｰ

５５０ｋＷﾃﾞｰｾﾞﾙｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ

蒸気吸収冷凍機90USRT

59.7％



10．省エネルギー効果

事業での省エネ率は22.34％

事業外効果を除く



１１．省エネ手法別評価

省エネ量の達成率は
103％



12．事業の省エネルギー効果

空調熱源へのｺｰｼﾞｪﾝﾚｰｼｮﾝ排熱回収利用割合は68.2％

排CO2削減は１４６ｔｏｎ-CO2/年、6.2％削減

（3月２４日発表の環境省0.555ｋｇ-CO2/ｋＷｈからは４３９ｔｏｎ-CO2/年）

省エネ率
22.34％



13．計測・検証

・データ収集管理を設備管理者に業務委託し公平性を高めています。

・事業費用清算は第三者発行の証書（請求書、納品書）にて確認しています。



1414．事業の経済性．事業の経済性

削減額

65.16％

ベースラインを１００とし事業費用を％表示します。

・ＮＥＤＯ H15年度ｴﾈﾙｷﾞｰ使用合理化事業者補助を受けています。

メリット
５．２％



１５．事業形態１５．事業形態

ＥＳＣＯサービス料は月々の経費として扱われます。



16-1．ＥＳＣＯの事業契約



16-2．ＥＳＣＯの事業契約

平成１６年度実績
１０３％



1717．パフォーマンス．パフォーマンス

・削減保証額は予定額の９５．２％

・省エネ量の削減保証率は９６．７２％

経済メリットと省エネルギー量とも高い保証率を実現。



18．事業の独自性

１．ｺｽﾄﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽに優れた計測検証

・・・発電機ｻﾌﾟﾗｲﾔｰのデータ収集と既設ＢＡｼｽﾃﾑ計測点追加

２．高い事業維持管理

・・・２４時間対応の複数事業担当者への警報自動通報とメンテサービス会社への同時
通報。計画メンテ保全による信頼性の向上。

３．事業契約パフォーマンス

・・・削減保証額、メリット最低額保証の他、発電機燃料の上限使用量と受電電力量を決
めることで、費用とエネルギー量の高い保証率。

４．地域のモデル事業としての位置付け

・・・中部地域の銀行業界業務用ビル初のＥＳＣＯ事業であり、
当事業が銀行業界への事業参入を促すモデル事業としています。
銀行のビジネス情報交換会にても当事業を広報しております。



1919．事業効果を支えるもの．事業効果を支えるもの

１．使用者の事業の理解、共同事業の意識

２．現地管理者の高い運転管理技術

３．使用者、ＥＳＣＯ事業者、の２４時間対応

４．事業効果報告義務と高いパフォーマンス（95％）

５．３社のＥＳＣＯ事業への取り組みの意識が高いこと
（モデル事業としての取り組み）



20．顧客とのパートナーシップ

１．事業費用清算において費用内訳をオープンとすることで共同事業意識
の構築。

２．計測と日常運転管理業務を客先ビル管理会社へＥＳＣＯ事業者から
業務委託し、事業維持管理を客先グループにも分担していただき、
円滑な事業運営と共同事業パートナーシップ意識を高めています。



2121．事業導入までの調整．事業導入までの調整

１．経営者層への事業導入説明１．経営者層への事業導入説明

２．事業導入管理部署と設備使用部署との調整２．事業導入管理部署と設備使用部署との調整

（簡易診断、詳細診断、改善工事への協力）（簡易診断、詳細診断、改善工事への協力）

３．設備使用部署との事業導入の合意３．設備使用部署との事業導入の合意

４．事業管理実務４．事業管理実務

（契約締結、補助金申請、検査、事業効果検証、報告、（契約締結、補助金申請、検査、事業効果検証、報告、

事業費用の清算）事業費用の清算）



22．事業の満足度

・金融業という省エネが図りにくい営業店舗主体の業種にあって、事務センターの

エネルギー費用の削減と排ＣＯ2削減を計画時より上回る実績に高い評価をうけて
いること。

また事務センターの特質である２４時間稼働のなか深夜作業による点検サービス

緊急対応の事業維持管理面が十分な対応であること。

・当事業の副次的メリットとして名古屋銀行グループのリース部門や、設備管理の

関連グループがＥＳＣＯ事業参入のモデル事業となりえたこと。

・中部経済界での初となるＥＳＣＯ事業導入は地域貢献をうたう名古屋銀行経営

理念に沿う事業であること。

・当事業により省エネに関心が高くなり、１７年度はクールビズや種々の環境対応

への動機づけとなっていること。



2323．補足）平成１７年度効果．補足）平成１７年度効果

クールビズ（室温1.5℃アップ）効果

冬季低温度
外気影響の
よる増加

対前年98％、
省エネ達成率
101％を想定



24．おわりに

事業説明の機会をいただきありがとうございました。

これにて名古屋銀行高針ビルＥＳＣＯ事業の実施について」説明を終わりま
す。

皆様の事業導入へのご参考となれば幸いです。

ご不明な点は下記までお問い合わせ願います。

株式会社トーエネック ｴﾈﾙｷﾞｰｿﾘｭｰｼｮﾝ事業部

担当 西脇

ｔｅｌ 052-561-6034

以上。


